
  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品および事業内容 

(1) コンシューマ用ゲームソフト事業…家庭用ゲームソフトの開発・販売およびオンラインゲームの開発・運

営事業 

(2) アミューズメント施設運営事業……アミューズメント施設の運営事業 

(3) 業務用機器販売事業…………………業務用ゲーム機器、ＩＣ基板等の開発・製造・販売事業 

(4) コンテンツエキスパンション事業…携帯電話向けコンテンツの開発・配信および遊技機等の開発・製造・

販売事業 

(5) その他事業……………………………ライセンス事業、その他 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,579百万円であり、その主な

ものは、管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は33,359百万円であり、その主なものは、余資

運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産であります。

５ 減価償却費および資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

６ 会計方針の変更 

  （連結財務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「連結財務諸表における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ、コンテンツエキスパンション事業について営業利益が299百

万円、資産が791百万円減少しております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

コンシュー 
マ用ゲーム 
ソフト事業 
(百万円)

アミューズ 
メント施設 
運営事業 
(百万円)

業務用機器 
販売事業 
(百万円)

コンテンツ 
エキスパン 
ション事業 
(百万円)

その他 
事業 

(百万円)

計 
(百万円)

消去 
または 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

62,892 13,509 8,023 4,628 2,824 91,878 (―) 91,878

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

─ ─ 7 ─ ─ 7 (7) ─

計 62,892 13,509 8,031 4,628 2,824 91,885 (7) 91,878

  営業費用 46,499 13,285 6,272 4,859 1,770 72,687 4,572 77,259

  営業利益 
  または営業損失（△）

16,392 224 1,758 △230 1,053 19,198 (4,579) 14,618

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失および 
  資本的支出

  資産 46,602 11,595 6,171 6,342 2,436 73,148 33,062 106,210

  減価償却費 864 2,050 229 348 242 3,736 406 4,143

  減損損失 866 280 ─ ─ ─ 1,146 ─ 1,146

  資本的支出 434 1,172 50 70 38 1,765 1,140 2,906
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(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品および事業内容 

(1) コンシューマ用ゲームソフト事業…家庭用ゲームソフトの開発・販売およびオンラインゲームの開発・運

営事業 

(2) アミューズメント施設運営事業……アミューズメント施設の運営事業 

(3) 業務用機器販売事業…………………業務用ゲーム機器、ＩＣ基板等の開発・製造・販売事業 

(4) コンテンツエキスパンション事業…携帯電話向けコンテンツの開発・配信および遊技機等の開発・製造・

販売事業 

(5) その他事業……………………………ライセンス事業、その他 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,253百万円であり、その主な

ものは、管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は35,872百万円であり、その主なものは、余資

運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産であります。

５ 減価償却費および資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

コンシュー 
マ用ゲーム 
ソフト事業 
(百万円)

アミューズ 
メント施設 
運営事業 
(百万円)

業務用機器 
販売事業 
(百万円)

コンテンツ 
エキスパン 
ション事業 
(百万円)

その他 
事業 

(百万円)

計 
(百万円)

消去 
または 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

44,015 11,985 2,280 5,819 2,736 66,837 (─) 66,837

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ (─) ─

計 44,015 11,985 2,280 5,819 2,736 66,837 (─) 66,837

  営業費用 36,168 11,394 2,483 5,310 1,639 56,996 4,253 61,250

  営業利益 
  または営業損失（△）

7,846 590 △203 509 1,097 9,840 (4,253) 5,587

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失および 
  資本的支出

  資産 31,257 9,797 3,241 4,339 2,221 50,857 35,764 86,621

  減価償却費 509 1,744 136 239 228 2,859 509 3,368

  減損損失 ─ 161 47 9 ─ 218 5 223

  資本的支出 543 800 59 83 249 1,736 469 2,205
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(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

   (1) 北米……………アメリカ合衆国 

   (2) 欧州……………ヨーロッパ諸国 

   (3) その他の地域…アジア、その他 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,579百万円であり、その主な

ものは、管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は33,359百万円であり、その主なものは、余資

運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産であります。

５ 会計方針の変更 

  （連結財務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「連結財務諸表における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ、北米地域について営業利益が299百万円、資産が791百万円減

少しております。 

  

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州 
(百万円)

その他 
の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
または全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

54,193 21,851 14,167 1,665 91,878 (―) 91,878

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

9,238 3,012 ─ 33 12,283 (12,283) ─

計 63,431 24,863 14,167 1,698 104,161 (12,283) 91,878

  営業費用 50,232 20,809 12,611 1,333 84,987 (7,727) 77,259

  営業利益 13,198 4,054 1,556 365 19,174 (4,555) 14,618

Ⅱ 資産 50,922 19,320 10,597 1,214 82,055 24,155 106,210
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(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

   (1) 北米……………アメリカ合衆国 

   (2) 欧州……………ヨーロッパ諸国 

   (3) その他の地域…アジア、その他 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,253百万円であり、その主な

ものは、管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は35,872百万円であり、その主なものは、余資

運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産であります。

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州 
(百万円)

その他 
の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
または全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

47,269 10,825 7,813 928 66,837 (─) 66,837

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

6,690 1,717 119 54 8,581 (8,581) ─

計 53,960 12,543 7,933 982 75,419 (8,581) 66,837

  営業費用 42,185 14,615 7,796 828 65,426 (4,176) 61,250

  営業利益 
  または営業損失（△）

11,775 △2,072 136 153 9,992 (4,405) 5,587

Ⅱ 資産 41,632 6,431 4,841 734 53,640 32,981 86,621
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(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米……………アメリカ合衆国 

 (2) 欧州……………ヨーロッパ諸国 

 (3) その他の地域…アジア、その他 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額(ただし、連結会

社間の内部売上高を除く。)であります。 

  

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米……………アメリカ合衆国 

 (2) 欧州……………ヨーロッパ諸国 

 (3) その他の地域…アジア、その他 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額(ただし、連結会

社間の内部売上高を除く。)であります。 

  

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 22,463 13,197 3,060 38,721

Ⅱ 連結売上高(百万円) 91,878

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

24.4 14.4 3.3 42.1

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,773 7,014 2,331 21,120

Ⅱ 連結売上高(百万円) 66,837

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

17.6 10.5 3.5 31.6
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 「リース取引関係」、「金融商品関係」、「有価証券関係」、「デリバティブ取引関係」、「関連

当事者との取引関係」、「退職給付関係」、「企業結合等関係」、「賃貸等不動産関係」に関する注

記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたし

ます。 

(開示の省略)
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

 

 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金 334百万円

賞与引当金 714百万円

退職給付引当金 475百万円

役員退職慰労引当金 165百万円

返品調整引当金 127百万円

たな卸資産 1,423百万円

前払費用 213百万円

繰越欠損金 342百万円

連結子会社の繰越欠損金等 1,919百万円

関係会社株式 225百万円

減価償却費 271百万円

減損損失 436百万円

法人税等税額控除 401百万円

その他 1,436百万円

小計 8,487百万円

評価性引当金額 △3,458百万円

繰延税金資産の合計額 5,029百万円

(繰延税金負債)

在外子会社たな卸資産 △1,073百万円

その他 △61百万円

繰延税金負債の合計 △1,135百万円

差引:繰延税金資産の純額 3,894百万円

  連結貸借対照表との関係は以下のとおりでありま

す。

流動資産―繰延税金資産 2,712百万円

固定資産―繰延税金資産 1,425百万円

流動負債―繰延税金負債 △243百万円

合計 3,894百万円

 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金 447百万円

賞与引当金 514百万円

退職給付引当金 562百万円

役員退職慰労金 166百万円

返品調整引当金 49百万円

たな卸資産 2,136百万円

前払費用 365百万円

連結子会社の繰越欠損金等 1,124百万円

関係会社株式 224百万円

減価償却費 179百万円

減損損失 384百万円

法人税等税額控除 170百万円

その他 1,491百万円

小計 7,817百万円

評価性引当金額 △2,679百万円

繰延税金資産の合計額 5,137百万円

(繰延税金負債)

在外子会社たな卸資産 △643百万円

その他 △12百万円

繰延税金負債の合計 △655百万円

差引:繰延税金資産の純額 4,482百万円

  連結貸借対照表との関係は以下のとおりでありま

す。

流動資産―繰延税金資産 3,204百万円

固定資産―繰延税金資産 1,339百万円

流動負債―繰延税金負債 △58百万円

固定負債―繰延税金負債 △4百万円

合計 4,482百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

評価性引当金額の減少に係る項目 △2.6％

法人税等税額控除 △3.3％

のれん償却額 1.5％

海外連結子会社の適用税率差 △2.2％

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

35.2％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

評価性引当金額の増減に係る項目 47.7％

法人税等税額控除 12.8％

のれん償却額 8.6％

海外連結子会社の適用税率差 △2.7％

交際費等の永久差異 3.2％

留保利益の税効果 △5.1％

連結上の消去等に係る項目 △14.6％

移転価格所得移転の所得調整 △110.1％

移転価格相互協議税額等還付額 △75.0％

その他 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

△92.8％
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(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額

961.38円

１株当たり純資産額

913.18円

１株当たり当期純利益金額

130.98円

１株当たり当期純利益金額

35.71円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

120.41円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

35.64円

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 59,349 53,956

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

― ─

普通株式に係る期末の純資産額 
(百万円)

59,349 53,956

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数(千株)

61,733 59,086

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益(百万円) 8,063 2,167

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 8,063 2,167

 普通株式の期中平均株式数(千株) 61,561 60,707

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

 当期純利益調整額(百万円) 6 0

 (うち支払利息(税額相当額控除後) 
 (百万円))

― ─

 (うち社債管理手数料 
 (税額相当額控除後)(百万円))

6 0

 普通株式増加数(千株) 5,458 119

 (うち転換社債(千株)) 4,964 ─

 (うち新株予約権付社債(千株)) 493 119

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含まれなかった潜在株式の概要

― ─
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